
平
成
25
年
度
の
各
会
計
決
算

が
、
９
月
の
町
議
会
定
例
会
で
認

定
さ
れ
ま
し
た
。

町
民
の
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い

た
だ
い
た
税
金
な
ど
が
ど
の
よ
う

に
使
わ
れ
た
の
か
、
そ
の
あ
ら
ま

し
を
今
月
号
か
ら
３
回
に
分
け
て

掲
載
し
ま
す
。

◆
一
般
会
計
決
算

一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は

87
億
５
７
２
０
万
円
、
歳
出
総
額

は
86
億
５
３
４
６
万
円
と
な
り
、

差
額
１
億
３
７
４
万
円
を
次
年
度

に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

な
お
、
こ
の
繰
越
額
１
億

３
７
４
万
円
の
中
に
は
、
次
年
度

に
繰
り
越
し
て
実
施
す
る
事
業
の

財
源
１
６
０
８
万
円
を
含
ん
で
い

る
こ
と
か
ら
、
こ
の
財
源
を
除
い

た
８
７
６
６
万
円
が
実
質
的
な
繰

【
一
般
会
計
と
は
？
】

福
祉
サ
ー
ビ
ス
や
健
康
づ
く

り
、
子
育
て
支
援
、
教
育
の
充

実
、
ご
み
の
処
理
、
道
路
整
備

な
ど
町
民
生
活
全
般
に
関
わ
る

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
の

予
算
で
す
。

【
特
別
会
計
と
は
？
】

保
険
料
や
使
用
料
な
ど
の
特

定
の
収
入
を
も
と
に
事
業
を
運

営
す
る
た
め
の
予
算
で
す
。

国
民
健
康
保
険
や
介
護
保
険

も
、
こ
の
予
算
を
も
と
に
運
営

さ
れ
て
い
ま
す
。

越
額
に
な
り
ま
す
。

前
年
度
と
比
較
し
、
歳
入
は

９
億
８
５
８
５
万
円
（
12
・
７
％
）

の
増
、
歳
出
は
10
億
３
８
１
９
万

円
（
13
・
６
％
）
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

◆
特
別
会
計
決
算

４
つ
の
特
別
会
計
の
歳
入
総
額

は
35
億
３
２
６
９
万
円
、
歳
出
総

額
は
33
億
９
２
０
３
万
円
と
な

り
、
差
額
１
億
４
０
６
６
万
円
を

そ
れ
ぞ
れ
次
年
度
の
各
特
別
会
計

に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

前
年
度
と
比
較
し
、
歳
入
は

４
０
３
３
万
円（
1
・
2
％
）の
増
、

歳
出
は
１
９
０
万
円
（
0
・
1
％
）

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

【問い合わせ】
　町経営企画課
　行政経営グループ
　☎� 7503

平
成
25
年
度

ま
ち
の
お
金
の
使
い
方

平成 25 年度　一般会計・特別会計歳入・歳出決算額
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会計区分 歳　入 歳　出 差　引
増減率

歳　入 歳　出

一 般 会 計
87 億 5,720 万円
（77 億 7,135 万円）

86 億 5,346 万円
（76 億 1,527 万円）

1 億 　374 万円
（1 億 5,608 万円）

12.7％ 13.6％

特 別 会 計
35 億 3,269 万円
（34 億 9,236 万円）

33 億 9,203 万円
（33 億 9,393 万円）

1 億 4,066 万円
（ 9,843 万円）

1.2％ ▲ 0.1％

国 民 健 康 保 険
北海道介護福祉学校
介 護 保 険
後 期 高 齢 者 医 療

19 億 8,754 万円
1 億 4,039 万円

12 億 2,415 万円
1 億 8,061 万円

18 億 6,914 万円
1 億 3,825 万円

12 億 　417 万円
1 億 8,047 万円

1 億 1,840 万円
214 万円

1,998 万円
14 万円

2.8％
2.0％

▲ 1.3％
▲ 0.4％

1.1％
2.7％

▲ 2.1％
▲ 0.4％

合 　 計
122 億 8,989 万円

（112 億　6,371 万円）

120 億 4,549 万円
（110 億　920 万円）

2 億 4,440 万円
（2 億 5,451 万円）

9.1％ 9.4％

（　）内は平成 24 年度の決算額

歳
入
全
体
の
構
成
は
、
町
税
や

使
用
料
・
手
数
料
な
ど
、
町
が
独

自
に
確
保
し
て
い
る
自
主
財
源
の

割
合
が
25
・
０
％
、
国
や
道
か
ら

配
分
、
交
付
さ
れ
る
依
存
財
源
の

割
合
が
75
・
０
％
と
、
歳
入
の
７

割
以
上
を
国
や
道
に
依
存
し
て
い

る
構
造
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
決
算

前
年
度
と
比
較
し
、
増
加
し
た

主
な
理
由
は
、
米
乾
燥
調
製
貯
蔵

施
設
増
設
事
業
な
ど
に
伴
う
町
債

や
道
支
出
金
の
増
が
挙
げ
ら
れ
ま

す
。自

主
財
源
の
柱
で
あ
る
町
税

は
12
億
９
６
７
５
万
円
で
、
町

民
税
や
固
定
資
産
税
の
増
な
ど

に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て

３
１
３
７
万
円
（
2
・
5
％
）
の

増
と
な
り
ま
し
た
。
町
民
１
人
当

た
り
で
は
、
10
万
１
千
円
（
前
年

度
９
万
７
千
円
）
の
町
税
を
負
担

し
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

自

主

財

源

項　目 金　額 構成比

町 税
使用料・手数料
分担金・負担金
繰 越 金
繰 入 金
諸 収 入 な ど

12 億 9,675 万円
1 億 8,802 万円
1 億 6,750 万円
1 億 5,608 万円
1 億 3,813 万円
2 億 3,853 万円

14.8％
2.2％
1.9％
1.8％
1.6％
2.7％

合　計 21 億 8,501 万円 25.0％

依

存

財

源

項　目 金　額 構成比

地 方 交 付 税

町 　 　 債

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

地方譲与税など

33 億 1,302 万円

11 億 2,400 万円

　9 億 5,327 万円

　8 億 9,904 万円

2 億 8,286 万円

37.8％

12.8％

10.9％

10.3％

3.2％

合　計 65 億 7,219 万円 75.0％

項　　目 内　　容 金　　額 構成比

総 務 費 公 共 施 設 の 管 理 や 職 員 給 与 な ど に 19 億 　424 万円 22.0％

民 生 費 児 童 、 高 齢 者 、 障 が い 者 福 祉 な ど に 14 億 7,893 万円 17.1％

公 債 費 町 債 （ 借 入 金 ） の 返 済 な ど に 13 億 7,314 万円 15.9％

農 林 水 産 業 費 農 林 業 の 振 興 、 生 産 基 盤 の 整 備 な ど に 12 億 2,643 万円 14.2％

土 木 費 道 路 や 河 川 、 公 営 住 宅 の 整 備 な ど に 10 億 1,525 万円 11.7％

教 育 費 学 校 教 育 、 文 化 ・ ス ポ ー ツ 振 興 な ど に 5 億 7,241 万円 6.6％

衛 生 費 地 域 医 療 の 確 保 や ご み 処 理 対 策 な ど に 4 億 7,074 万円 5.4％

消 防 費 消 防 、 救 急 活 動 な ど に 3 億 4,856 万円 4.0％

商 工 費 商 工 業 、 観 光 の 振 興 な ど に 1 億 7,256 万円 2.0％

議 会 費 議 員 報 酬 ・ 手 当 、 議 会 活 動 な ど に 6,513 万円 0.8％

そ の 他 労 働 費 （ 労 働 者 支 援 の た め の 経 費 ）
諸 支 出 金 、 災 害 復 旧 費 2,607 万円 0.3％

合 計 86 億 5,346 万円 100.0％

歳
出
全
体
の
構
成
で
は
、
総
務

費
が
22
・
０
％
と
最
も
多
く
、
次

に
民
生
費
が
17
・
１
％
、
公
債
費

が
15
・
９
％
の
順
と
な
り
ま
し
た
。

前
年
度
と
比
較
し
、
大
き
く

増
加
し
た
の
は
農
林
水
産
業
費

で
、
米
乾
燥
調
製
貯
蔵
施
設

増
設
事
業
費
な
ど
の
増
に
よ
り

５
億
２
２
２
７
万
円
（
74
・
２
％
）

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
町
の
借
入
金
の
償

し
ょ
う
か
ん還

と

な
る
公
債
費
は
、
償
還
の
終
了
な

ど
に
伴
い
、７
３
８
３
万
円
（
５
・

１
％
）
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

町
民
１
人
当
た
り
で
は
、
67
万

７
千
円
（
前
年
度
58
万
５
千
円
）

の
経
費
を
負
担
し
て
い
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

歳
入
の
７
割
以
上
が

国
や
道
へ
の
依
存

知っておきたいまちの予算

決 
算

歳　

入　
　
　
8 7
億
５
７
２
０
万
円

歳　

出
（
目
的
別
）　
　
　

 　
8 6
億
5
3
4
6
万
円

農
林
水
産
業
費

が
大
幅
に
増
加



主
な
歳
出
と
な
る
保
険
給
付
費
は
、

13
億
４
１
３
万
円（
構
成
比
69
・
８
％
）で
、

前
年
度
と
比
較
し
、
３
８
１
０
万
円
の
増

と
な
り
ま
し
た
。

平
成
25
年
度
の
保
険
加
入
状
況
は
、
年

間
平
均
で
一
般
被
保
険
者
３
７
６
０
人
、

退
職
被
保
険
者
２
４
７
人
と
な
り
ま
し

た
。
被
保
険
者
１
人
当
た
り
で
は
、
一
般

分
で
約
32
万
円
、
退
職
分
で
約
40
万
円
の

医
療
費
を
給
付
し
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
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平
成
25
年
４
月
の
学
生
総
数
は
１
３
３

名
（
定
員
１
６
０
名
）
で
、
前
年
度
と
同

じ
生
徒
数
と
な
り
ま
し
た
。

主
な
歳
出
で
は
、
教
員
の
給
与
や
校
舎

管
理
な
ど
の
学
校
管
理
・
運
営
費
と
し
て

１
億
２
５
３
９
万
円
、
学
校
周
辺
整
備
費

と
し
て
駐
車
場
整
備
工
事
費
用
４
８
０
万

円
の
支
出
を
学

生
か
ら
の
納
付

金
の
ほ
か
、
一

般
会
計
か
ら
の

繰
入
金
な
ど
に

よ
り
補
て
ん
し

ま
し
た
。

主
な
歳
出
と
な
る
保
険
給
付
費
は
、

11
億
３
６
３
４
万
円
（
構
成
比
94
・
４
％
）

で
、
前
年
度
と
比
較
し
、
２
９
１
３
万
円

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
25
年
度
末
の
被
保
険
者
（
65
歳
以

上
）
は
、
４
４
６
２
人
で
、
要
支
援
・
要

介
護
認
定
者
７
２
７
人
の
う
ち
、
６
０
９

人
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
ま
し
た
。

サ
ー
ビ
ス
利
用
者
１
人
当
た
り
で
は
、
約

１
８
７
万
円
を
給
付
し
て
い
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

主
な
歳
出
と
な
る
北
海
道
後
期
高

齢
者
医
療
広
域
連
合
へ
の
納
付
金
は
、

１
億
７
８
８
９
万
円
（
構
成
比
99
・
１
％
）

で
、
前
年
度
と
比
較
し
、
１
５
６
万
円
の

増
と
な
り
ま
し
た
。
被
保
険
者
か
ら
の
保

険
料
の
ほ
か
、
低
所
得
者
に
対
す
る
保
険

料
軽
減
分
、
広
域
連
合
運
営
費
分
と
し
て

納
付
し
て
い
ま
す
。

平
成
25
年
度
末
の
被
保
険
者
（
75
歳
以

上
お
よ
び
65
歳
以
上
で
一
定
の
障
が
い
を

有
す
る
方
）
は
、
年
間
平
均
で
２
４
２
７

人
と
な
り
、
前
年
度
か
ら
16
人
の
増
と
な

り
ま
し
た
。

国民健康保険特別会計

歳入

国民健康保険税
国庫・道支出金など
繰越金など
一般会計からの繰入金

（合　計）

4 億 2,892 万円
13 億 　968 万円

 8,832 万円
1 億 6,062 万円

19 億 8,754 万円

歳出

保険給付費
後期高齢者支援金など
総務費など

（合　計）

13 億 　413 万円
4 億 9,752 万円

6,749 万円
18 億 6,914 万円

北海道介護福祉学校特別会計

歳入

入学料・授業料など
道支出金
繰越金など
町債
一般会計からの繰入金

（合　計）

8,079 万円
1,360 万円

304 万円
100 万円

4,196 万円
1 億 4,039 万円

歳出

学校管理・運営費
学生寮管理費
学校周辺整備費
公債費

（合　計）

1 億 2,539 万円
802 万円
480 万円

4 万円
1 億 3,825 万円

介護保険特別会計

歳入

介護保険料
国庫・道支出金など
繰越金など
一般会計からの繰入金

（合　計）

2 億 3,597 万円
8 億 1,293 万円

1,834 万円
1 億 5,691 万円

12 億 2,415 万円

歳出
保険給付費
総務費など

（合　計）

11 億 3,634 万円
6,783 万円

12 億 　417 万円

後期高齢者医療特別会計

歳入

後期高齢者医療保険料
繰越金など
一般会計からの繰入金

（合　計）

1 億 3,057 万円
26 万円

4,978 万円
1 億 8,061 万円

歳出

広域連合納付金（保険料）
広域連合納付金（その他）
総務費など

（合　計）

1 億 3,045 万円
4,844 万円

158 万円
1 億 8,047 万円

知っておきたいまちの予算

町
は
広
報
誌
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
中
心
に
予
算
や
決

算
な
ど
、
町
の
財
政
に
関
わ
る
情
報
を
町
民
の
皆
さ
ん

に
わ
か
り
や
す
く
提
供
す
る
た
め
、
平
成
24
年
度
よ
り

「
財
政
モ
ニ
タ
ー
制
度
」
を
導
入
し
て
い
ま
す
。
今
年

度
も
、
一
般
公
募
に
よ
る
４
人
の
方
と
、
中
学
校
・
高

校
か
ら
の
学
校
推
薦
に
よ
る
５
人
の
学
生
の
方
を
モ
ニ

タ
ー
と
し
て
委
嘱
し
ま
し
た
。

モ
ニ
タ
ー
の
皆
さ
ん
か
ら
の
ご
意
見
な
ど
を
も
と

に
、
よ
り
わ
か
り
や
す
く
、
タ
イ
ム
リ
ー
な
情
報
発
信

に
努
め
て
い
き
ま
す
。

区分 内容 金額

収入
下水道料金など
一般会計からの負担金など

（合　計）

2 億 1,724 万円
3 億 2,658 万円
5 億 4,382 万円

支出
処理場維持管理費など
企業債利息返済など

（合　計）

5 億  6,427 万円
1 億 　577 万円
6 億 7,004 万円

収入支出差引額 ▲１億 2,622 万円

区分 内容 金額

収入
水道料金など
一般会計からの補助金など

（合　計）

3 億 8,601 万円
385 万円

3 億 8,986 万円

支出
原水・配水処理費用など
企業債利息返済など

（合　計）

2 億  7,924 万円
8,619 万円

3 億 6,543 万円

収入支出差引額 2,443 万円

区分 内容 金額

収入
金融機関からの借入
国からの補助金など

（合　計）

1 億  9,370 万円
294 万円

1 億 9,664 万円

支出
施設の整備など
企業債元金返済など

（合　計）

974 万円
4 億  8,573 万円
4 億 9,547 万円

収入支出差引額 ▲ 2 億 9,883 万円

区分 内容 金額

収入
工事に伴う負担金
一般会計からの出資金

（合　計）

446 万円
733 万円

1,179 万円

支出
浄水場の整備など
企業債元金返済など

（合　計）

2 億　　23 万円
2 億 　534 万円
4 億 　557 万円

収入支出差引額 ▲ 3 億 9,378 万円

①収益的収支（川の水を浄化・供給するための会計） ①収益的収支（汚水を処理するための会計）

②資本的収支（下水道施設を整備するための会計）②資本的収支（水道施設を整備するための会計）

◆ 水 道 事 業 会 計 ◆ 下 水 道 事 業 会 計
高
齢
化
率
の
上
昇
に
伴
う
医

療
費
の
増
加
な
ど
で
、
決
算

額
も
年
々
増
加
傾
向
に
あ
り

ま
す
。

運
動
教
室
の
開
催
や
生
き
が

い
づ
く
り
事
業
な
ど
、
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
の
強
化
・
充

実
を
図
り
ま
し
た
。

被
保
険
者
が
安
心
し
て
医
療

を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
広
域

連
合
が
主
体
と
な
っ
て
制
度

を
運
営
し
て
い
ま
す
。

平
成
２６
年
度　

財
政
モ
ニ
タ
ー

一般公募 中学校・高校推薦

清水　滋子さん　（桜丘１）

串下　亮介さん　（中央４）

角田　伸慶さん　（桜丘２）

前田　真里さん　（中央３）

濱谷　瑞希さん　（栗山中）
仁木　萌愛さん　（栗山中）
折口　琴音さん　（栗山中）
井上　大輔さん　（栗山高）
川瀬　萌蘭さん　（栗山高）

【任期：平成 26 年 7 月～平成 27 年 3 月】

【損益勘定留保資金とは？】
収益的収支のうち、現金の支出が実際には行われず計数のみが帳簿上に計上される費用で、主なものとして「減

げんかしょうきゃくひ

価償却費」
があげられます。収支に不足が生じた場合の補てん財源として使用されています。

【減価償却費とは？】
固定資産の取得に要した費用を、一定期間に振り分けて費用化（支出）したものです。

※不足額については「損
そんえきかんじょうりゅうほしきん

益勘定留保資金」により補てんしています。

※民間企業と同様の経理方法により運営



【問い合わせ】
　町経営企画課
　行政経営グループ
　☎ 73-7503

　

本
町
の
比
率
は
依
然
と
し
て
全

道
の
平
均
を
上
回
っ
て
お
り
、
景

気
低
迷
に
よ
る
税
収
の
減
や
、
地

方
交
付
税
の
伸
び
が
期
待
で
き
な

い
な
ど
、
厳
し
い
財
政
状
況
が
続

い
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
行
財
政
改
革
の
指
針
で

あ
る
「
が
ん
ば
る
栗
山
プ
ラ
ン

21
」
の
推
進
に
よ
り
、
計
画
的
か

つ
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

健
全
化
判
断
比
率
か
ら
見
る

平
成
25
年
度
の
財
政
状
況

実質公債費比率 将来負担比率
H25 年度 H24 年度 全道の順位 H25 年度 H24 年度 全道の順位

岩見沢市 10.6％ 12.0％ 97 位 41.7％ 43.4％ 81 位

由 仁 町 17.6％ 19.8％ 9 位 154.7％ 152.2％ 5 位

長 沼 町 14.9％ 16.6％ 27 位 94.1％ 108.7％ 31 位

南 幌 町 15.8％ 17.7％ 20 位 89.3％ 85.4％ 37 位

栗 山 町 18.6％ 18.9％ 4 位 93.7％ 90.4％ 32 位

②早期健全化基準、経営健全化基準

①健全基準

③財政再生基準
　財政状況が悪化し、「早期（経営）健
全化基準」に区分された場合は、財政（経
営）健全化計画を策定し、自主的
な努力により財政（経営）再建を
図ることになります。

　早期健全化基準よりもさらに状況が悪化し、自主的な建て直し
ができないと判断される「財政再生基準」に区分された場合は、
財政再生計画を策定し、国や道の関与のもと財政再建を図ること
になります。町が単独で行っている施策や公共事業の削減など、
行財政運営全ての面で厳しい制限が加えられることになります。

　地方公共団体の財政破たんを未然に防ぐために設け
られた指標で、町の会計のほか、土地開発公社や町が
加入している一部事務組合などを含めた、まち全体の
財政状況を明確にしたものです。健全化判断比率とし
て「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費
比率」「将来負担比率」の４項目の指標と、公営企業の
財政状況を把握する「資金不足比率」の公表が義務付
けられています。それぞれの指標から、財政の健全度
を「①健全基準」「②早期（経営）健全化基準」「③財
政再生基準」の 3 段階で表します。

「健全化判断比率」と
「資金不足比率」とは？

決
算

　

今
月
号
で
は
、
平
成
25
年
度
の

決
算
に
基
づ
き
算
出
さ
れ
た
「
健

全
化
判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足

比
率
」
の
指
標
か
ら
見
る
、
ま
ち

の
財
政
状
況
を
お
伝
え
し
ま
す
。

　　

平
成
25
年
度
決
算
に
お
け
る
財

政
状
況
を
健
全
化
判
断
比
率
で
見

る
と
、
各
比
率
の
算
定
結
果
が
示

す
と
お
り
本
町
の
数
値
は
「
健
全

基
準
」
に
あ
り
ま
す
。（
左
記
の

表
②
を
参
照
）

　

ま
ち
の
収
入
に
対
す
る
借
金
返

済
の
割
合
を
表
す
「
実
質
公
債
費

比
率
」
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て

０
・
３
ポ
イ
ン
ト
減
の
18
・
6
％
、

将
来
の
負
担
が
見
込
ま
れ
る
負
債

の
割
合
を
示
す「
将
来
負
担
比
率
」

に
つ
い
て
は
、
３
・
３
ポ
イ
ン
ト

増
の
93
・
７
％
に
な
り
ま
し
た
。

◆
平
成
25
年
度
の
算
定
結
果
は
？

項　　　　　目 平成 25 年度の比率は？

実質赤字比率
普通会計における赤字額が、標準財政規模に対して、

どのくらいの割合であるかを示す指標です。年間の赤
字額の割合が大きいほど、財政運営が深刻化している
ことを表します。

連結実質赤字比率
特別会計を含む全会計における赤字額が、標準財政

規模に対して、どのくらいの割合であるかを示す指標
です。年間の赤字額の割合が大きいほど、財政運営が
深刻化していることを表します。

実質公債費比率
実質的な借金返済額が、標準財政規模に対して、ど

のくらいの割合であるかを示す指標です。借金の返済
額の割合が大きいほど、資金繰りが悪化していること
を表します。本町では、その年の借金返済額が年収の
18.6％を占めていることを示しています。

将来負担比率
今後負担する実質的な負債額が、標準財政規模に対

して、どのくらいの割合であるかを示す指標です。将
来の負担が見込まれる負債の割合が大きいほど、将来、
財政を圧迫する可能性が高いことを表します。本町で
は、今後返済しなければならない借金総額が、その年
の年収の 0.9 倍あるということを示しています。

資金不足比率
各公営企業会計（水道事業、下水道事業）における

資金不足額が、料金収入などの事業規模に対して、ど
のくらいの割合であるかを示す指標です。

数値が大きいほど、経営が深刻化していることを表
します。

※連結実質赤字が発生している道内市町村：３団体

健  全  基  準 早期健全化基準 財政再生基準

10％ 15％ 20％ 30％

10％ 20％ 30％ 40％

●　栗山町 18.6％  （前年 18.9％）

●　全道平均 10.0％（前年 10.7％）

健  全  基  準 早期健全化基準 財政再生基準

15％ 25％ 35％ 40％

●　全道平均 65.9％（前年 75.1％）

健  全  基  準 早期健全化基準

50％ 200％ 350％ 400％

※財政再生基準以上の道内市町村：1 団体

※早期健全化基準以上の道内市町村：1 団体

表② 健全化判断比率と資金不足比率の算定結果　●栗山町の数値　●全道平均の数値

栗山町は赤字額が無いため該当していません

※実質赤字額が発生している道内市町村：0 団体

健  全  基  準 早期健全化基準 財政再生基準

栗山町は資金不足が無いため該当していません

※経営健全化基準以上の道内市町村：２団体

健  全  基  準

10％ 20％ 30％ 40％

経営健全化基準

栗山町は赤字額が無いため該当していません

●　栗山町 93.7％ （前年 90.4％）

【
普
通
会
計
と
は
？
】

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況

を
統
一
基
準
で
比
較
す
る
た
め

の
会
計
区
分
。
本
町
の
場
合
は

一
般
会
計
と
北
海
道
介
護
福
祉

学
校
特
別
会
計
を
合
算
し
た
も

の
。

【
標
準
財
政
規
模
と
は
？
】

　

町
税
や
地
方
交
付
税
な
ど
使

途
の
特
定
さ
れ
て
い
な
い
一

般
財
源
の
額
の
大
き
さ
を
全
国

統
一
の
基
準
に
よ
り
算
出
し
た

額
。
本
町
の
平
成
25
年
度
の
規

模
は
48
億
１
０
２
０
万
円
。

表①

近隣の
状　況

全道１７９市町村中
４位  （前年度 ６位）

全道１７９市町村中
32 位  （前年度 42 位）
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公
営
住
宅
の
建
設
な
ど
の
公
共
事

業
の
資
金
と
す
る
場
合
や
、
国
の

制
度
改
正
、財
政
事
情
に
よ
っ
て
、

町
の
収
入
が
減
少
す
る
場
合
に
限

ら
れ
て
い
ま
す
。

町
債
に
は
、「
毎
年
の
財
源
を

平
均
す
る
役
割
」
と
「
現
在
と
将

来
の
町
民
の
負
担
を
公
平
に
す
る

役
割
」
が
あ
り
ま
す
。

多
額
の
費
用
が
必
要
と
な
る
公

共
事
業
を
そ
の
年
の
収
入
だ
け
で

行
う
と
、
そ
の
他
の
事
業
が
で
き

な
く
な
り
ま
す
。

ま
た
、
整
備
し
た
道
路
や
公
共

施
設
な
ど
は
将
来
の
町
民
も
利
用

す
る
こ
と
か
ら
、
現
在
と
将
来
の

町
民
が
公
平
に
費
用
を
負
担
し
あ

う
た
め
に
、
町
債
を
活
用
し
て
分

割
払
で
返
済
を
行
っ
て
い
ま
す
。

将
来
を
担
う
世
代
に
多
大
な
負

担
が
か
か
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、

今
後
も
節
約
に
努
め
、
新
規
借
入

を
可
能
な
限
り
抑
制
し
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

今
月
号
で
は
、
安
定
し
た
財
政

運
営
を
進
め
て
い
く
た
め
に
積
み

立
て
て
い
る
町
の
預
金
（
基き

き
ん金

）

と
、
大
規
模
な
建
設
事
業
を
行
う

際
な
ど
に
国
や
銀
行
な
ど
か
ら
借

り
入
れ
て
い
る
借
金
（
町

ち
ょ
う
さ
い債

）
の

状
況
に
つ
い
て
お
伝
え
し
ま
す
。

　

平
成
25
年
度
は
、
１
億
１
５
３

２
万
円
の
積
み
立
て
に
対
し
、
１

億
３
８
１
３
万
円
を
取
り
崩
し
て

支
出
に
充
て
ま
し
た
。
積
立
金
の

主
な
原
資
（
元
に
な
る
資
金
）
は
、

町
債
の
返
済
に
充
て
た
残
金
の
積

立
分
や
、
町
へ
の
寄
附
金
収
入
に

よ
る
も
の
で
す
。
こ
れ
に
よ
り
年

度
末
の
残
高
は
10
億
8
7
5
9

万
円
と
な
り
、
前
年
度
と
比
較
し

て
２
２
８
１
万
円
の
減
と
な
り
ま

し
た
。

町
民
一
人
あ
た
り
の
預
金
額
は

８
万
５
千
円
（
前
年
度
同
額
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。

◆
基
金
の
種
類
は
？

基
金
は
、
町
へ
の
寄
附
金
や
積

立
利
息
、
国
か
ら
の
交
付
金
な
ど

を
原
資
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目

的
に
応
じ
て
必
要
な
時
に
取
り
崩

し
て
使
用
す
る
た
め
に
設
置
さ
れ

て
い
ま
す
。

予
期
し
な
い
収
入
の
減
少
や
支

出
の
増
加
の
際
に
取
り
崩
す
な

ど
、
収
支
不
足
が
生
じ
た
場
合
の

備
え
と
な
る
積
立
金
で
す
。

町
債
の
返
済
を
計
画
的
に

行
う
た
め
の
備
え
と
な
る
積

立
金
で
す
。
平
成
25
年
度
は
、

【問い合わせ】
　町経営企画課
　行政経営グループ
　☎� 7503

決
算
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１
４
５
６
万
円
を
新
た
に
積
み
立

て
て
い
ま
す
。

福
祉
の
充
実
や
産
業
、
教
育
の

振
興
な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目
的
に

応
じ
た
事
業
を
実
施
す
る
際
の
備

え
と
な
る
積
立
金
で
、
地
域
福
祉

基
金
、
農
業
教
育
振
興
基
金
、
文

化
振
興
基
金
な
ど
全
部
で
９
種
類

の
基
金
が
あ
り
ま
す
。

平
成
25
年
度
は
、
元
金
と
し
て

19
億
７
４
７
万
円
を
返
済
し
、
新

た
に
13
億
１
８
７
０
万
円
を
借
り

入
れ
ま
し
た
。
新
規
借
入
の
主
な

内
容
は
、
米
乾
燥
調
製
貯
蔵
施

設
増
設
事
業
・
公
営
住
宅
建
設

事
業
・
栗
山
赤
十
字
病
院
設
備

整
備
事
業
な
ど
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
に
よ
り
年
度
末
の
残

高
は
１
７
５
億
１
１
８
５
万
円

と
な
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て

５
億
８
８
７
７
万
円
の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。

町
民
一
人
あ
た
り
の
借
金
残

高
は
、
１
３
７
万
円
（
前
年
度

１
３
９
万
円
）と
な
っ
て
い
ま
す
。

◆
町
債
の
目
的
は
？

町
が
借
金
で
資
金
を
調
達
で
き

る
の
は
、道
路
整
備
や
公
共
施
設
、

基
金
の
状
況
は
？

町
債
の
状
況
は
？

【平成２５年度末の基金残高】

300 億円

250 億円

200 億円

150 億円

100 億円

50 億円

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度平成

256.8 251.6 247.9
233.8

222.4
210.9 201.9 197.3 190.1

181.0

0.1

町債残高の推移
企業会計
特別会計
一般会計

167.9 163.8 162.1
150.6 140.2

128.9 120.6 117.3 112.2 107.3

73.677.980.081.382.0
82.283.2

85.887.888.9 175.1

106.4

68.6

25 年度

区　　　分
平 成 ２ ４ 年 度
末 元 金 残 高

平成２５年度

元金返済額 借入額 年度末元金残高

① ② ③ ①－② + ③＝④

一 般 会 計 107 億 3,244 万円 12 億 1,639 万円 11 億 2,400 万円 106 億 4,005 万円

特 別 会 計 1,000 万円 －　　 100 万円 1,100 万円

企 業 会 計 73 億 5,818 万円 6 億 9,108 万円 1 億 9,370 万円 68 億 6,080 万円

合 計 181 億     762 万円 19 億 0,747 万円 13 億 1,870 万円 175 億 1,185 万円

【平成２５年度末の町債残高】
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区　　分
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末 残 高

平成２５年度

積立額 取り崩し額 年度末残高

① ② ③ ① + ②－③＝④

財政調整基金 8 億 4,191 万円 922 万円 1 億 560 万円 7 億 4,553 万円

減 債 基 金 4 万円 1,456 万円 － 1,460 万円

特定目的基金 2 億 6,845 万円 9,154 万円 3,253 万円 3 億 2,746 万円

合 計 11 億 1,040 万円 1 億 1,532 万円 1 億 3,813 万円 10 億 8,759 万円




